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1東京グラフィックス BCP策定事業報告書

㈳東京グラフィックサービス工業会は平成24年11月に，準備を進めてまいりました公

益社団法人化の申請が認可され，平成25年4月1日から公益社団法人東京グラフィックサー

ビス工業会としてより公益性を重視した諸活動を開始いたします。

公益社団法人への移行準備の過程では，公益移行認可後の目的を意識した活動を基底に，

その一環としてCSR（企業の社会的責任）事業を推進する運びとなりました。平成23年

度は会員企業のCSRレポート作成の支援並びに東京グラフィックスのCSR活動を進め，1

年間の事業総括として「東京グラフィックス自主研究会活動CSR報告書」を発行いたしま

した。

続く今期（平成24年度）はCSR事業の拡充を進め，その範疇において具体化を目指し

たBCP（事業継続計画）策定事業に取組みました。これは先の東日本大震災から2年が経

過し，震災の教訓を未来にわたり活用する一方で，何よりも企業の，特に中小企業の存続

は地域社会にとって経済・雇用など基盤に不可欠の要素であることを深く意識した決意の

表れでもあります。本事業では5回のBCP策定会議を重ね，先進的な会員企業4社がBCP

を策定し，パンデミックや災害に備えた行動マニュアルや事業継続のための計画を具体化

しました。さらに東京グラフィックスでも，団体として平成24年9月1日，防災の日に「BCP

宣言」を採択，防災・減災への備えを喚起し，その後，自社内の備蓄確認のための「簡易

版BCPチェックシート」，実際に災害時での使用を想定した4葉の「中小企業向けBCPシー

ト」等を会員企業に提供するとともに，災害時の事務局機能の維持を目指し，全国団体の

ネットワークを活かしたデータ相互補完事業を遂行し，ジャグラ大阪事務局と提携してま

いりました。

公益社団法人として，これからも会員企業の声に深部まで耳を配り，併せて都民を始

めとした一般消費者に対しても地域との連携や有用な情報開示という形で汎用性の高い

CSR・BCP諸事業を推進していく所存です。この諸事業を総括した本書は，今後他の会員

企業の積極的な参加を期待するとともに，社会的要素に不可分であることを深く自覚した

当会の活動趣旨を含意するものです。

平成25年3月

社団法人東京グラフィックサービス工業会

会　　　長　　　谷　忠明

担当副会長　　　菅野　潔

報 告 書 発 刊 趣 旨
（BCP策定事業にあたって）



2 東京グラフィックス BCP策定事業報告書

現在、世界の各地で起こっている巨大な被害をもたらす地震や自然災害は，地球環境の悪化に伴いその頻度と被

害の大きさ増幅しているように思われます。特に，平成23年3月11日に起ったM9.0の東日本大震災により、日本は

大地の活動期に入ったとされています。これは過去の事例に観るまでもなく、巨大地震の後に内陸の活断層の動き

が活発化する為で、歴史上にも類例が多くあります。現に3.11後余震を含め大小の地震が日常化しています

現在これら自然災害に対する科学（者）の挑戦が始まっていますが、この“災害の日常化”に私達は経営者とし

て立ち向かわなければなりません。

㈳東京グラフィックサービス工業会は平成22年度よりCSR（地域貢献）活動の取組を始め、翌23年よりBCP（事

業継続）へと取組の深化をおこなってきました。

その過程で上記の東日本大震災が起こり、改めてBCPへの取組の重要性を痛感しました。この東日本大震災は、

自然災害に加え原発事故を誘発させた為に複雑な事故対応を迫られています。

今後私達が求められる災害対応は、“見えないリスクの上に都市を築いて来た！”故の複合災害を前提に自然災害

に対処をしなければならなくなりました。

東日本大震災を含め、動く大地に近代文明を構築した故の被害の巨大化と大小2000余とも言われている活断層が

不気味な存在として、私達の日常を脅かしているように思われます。これは，地震災害に止まらす火山噴火や鳥イ

ンフルエンザ・パンデミック等の災害に対しても“そこにある危機”への対応を迫っていると考えます。

私達は、平成23年度CSR研究事業に続き、24年度事業としてBCPと実践的に取組む事となりました。本日ここに

一年の事業報告をお届け出来る事になりました。ご一読頂き少しでも多くの会員の皆様のBCPへの取組が進む事と、

その一助としてご活用頂く事を願っています。

特に東京グラフィックサービス工業会は、会員企業とともに業界としてBCPへの取組を開始しました。本報告書

にあります東グラBCP関連資料（宣言並びに災害対策要綱に基づく運用試案）は、中小印刷事業者のBCPモデルの

提示と業界としての災害対応の試案を作成しました。今後会員各位の協力によりBCP事業の深化の一助として活用

頂きたく考えています。

また業界としてのBCPへの取組は、東グラの公益社団法人への移行とあわせ、私達が地域に密着した中小事業者

である特性に注目し，『地域貢献！』をキーワードに新たな事業領域の開拓推進に繋げたいと考えています。

既にBCPへの取組を開始された企業や未だこれからと言う企業もあるかと思いますが、会員各位の共有する事業

基盤はこの「動く大地の上」にあります。そして大地の活動期に入ったと言われている中で、改めて会員各位の災

害対応と事業継続への取組強化をお願いし、「防災と減災」をその共有意思として、業界における先進的CSR・BCP

への取組と共に、運動としての普及を図り会員各位並びに支部活動として展開して頂ける事を願っております。なお、

東京グラフィックスは団体の継続事業として「BCP対策特別委員会」を設置し今後とも本事業の孵化を図っていく

ところであります。

災害は忘れた頃にやってくると言われていますが、改めて私達は多くの歴史上の教訓に学び、事業継続とステー

クホルダーの生命財産の保全のためにその責を果たそうと思います。奇しくも本年4月より東京都帰宅困難者対策条

例が施行されますが、本条例が求める「事業者の責任」と併せ行動を開始したいと思います。

最後に、この間賛助会員のキヤノンマーケティングジャパン㈱並びにキヤノンシステム＆サポート㈱の両社には、

CSR・BCP研究事業に多大な協力を頂きました。改めて関係者各位にお礼もうし上げます。また、今回研究会活動

に参加された会員並びにここに成果発表をされた会員の皆様にも、お忙しい中ご協力を頂き厚くお礼申し上げます。

以上

経営委員会　CSR環境ワーキング座長　増田　光仁

“見えないリスクの上に都市を築いてきた私達”
─災害は忘れた時に来た！─
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防
災
性
の
高
い
都
市
構
造
の
あ
り
方
や
、
災
害
に
強
い
街
づ
く
り
の
実
現
に
向
け
た
目
標
や
方
針
等
の
基
本
的
方
向
性

を
示
す
と
と
も
に
、
方
向
性
に
沿
っ
た
整
備
の
取
組
を
総
合
的
に
示
す
も
の
で
す
。
区
・
区
民
・
事
業
者
そ
れ
ぞ
れ
が
、

建
築
物
の
新
築
時
、
改
築
時
や
大
規
模
開
発
時
な
ど
防
災
性
の
向
上
に
寄
与
す
る
取
組
を
行
う
際
の
手
引
書
と
し
て
活
用

し
ま
す
。
 

本
指
針
は
、
港
区
防
災
対
策
基
本
条
例
で
規
定
す
る
「
災
害
に
強
い
街
づ
く
り
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
指
針
」

に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

本
指
針
は
以
下
の
２
つ
の
視
点
か
ら
、
災
害
に
強
い
街
づ
く
り
の
実
現
に
向
け
た
目
標
や
方
針
等
の
基
本
的
な
方
向
性

を
示
し
ま
す
。
 

Ⅰ
 主
に
ハ
ー
ド
（
施
設
の
整
備
等
）
の
側
面
か
ら
の
防
災
街
づ
く
り
 

Ⅱ
 災
害
発
生
前
の
予
防
段
階
で
の
防
災
街
づ
く
り
 

現
行
の
「
港
区
防
災
街
づ
く
り
指
針
」
は
平
成

10
年
に
策
定
し
ま
し
た
が
、
策
定
後

10
年
以
上
が
経
過
し
て
い
る
こ

と
や
以
下
の
４
つ
の
背
景
か
ら
改
定
の
検
討
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

 
       

 本
指
針
を
運
用
す
る
計
画
期
間
を
、
平
成

25
年
度
か
ら
平
成

34
年
度
ま
で
の

10
年
間
と
定
め
、
ま
ち
づ
く
り
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
の
見
直
し
や
関
連
計
画
の
見
直
し
の
状
況
、
ま
た
、
防
災
街
づ
く
り
の
進
捗
状
況
等
を
踏
ま
え
、

5
年
ご
と

を
目
安
と
し
て
見
直
し
の
必
要
性
の
有
無
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
ま
す
。

 

    
街
づ
く
り
支
援
部
 都
市
計
画
課
 

本
指
針
で
は
、
以
下
の
災
害
を
想
定
し
て
い
ま
す
。
 

 
地
震
災
害
 

想
定
し
て
い
る
災
害
の
条
件
 

水
害
 

想
定
し
て
い
る
災
害
の
条
件
 

揺
れ
 

東
京
湾
北
部
地
震
（
M7
.3
）
 
荒
川
の
は
ん
濫
に
よ
る
浸
水
 
20
0
年
に
1
回
程
度
の
大
雨
 

液
状
化
 

東
京
湾
北
部
地
震
（
M7
.3
）
 
大
雨
に
よ
る
浸
水
 

東
海
豪
雨
と
同
様
の
大
雨
 

津
波
に
よ
る
浸
水
 元
禄
型
関
東
地
震
（
M8
.2
）
 
高
潮
に
よ
る
浸
水
 

伊
勢
湾
台
風
級
の
台
風
 

が
け
崩
れ
 

－
 

 
 

 

区
内
に
は
、
P2
、
P3
の
図
１
～
３
に
示
す
よ
う
に
地
震
災
害
、
水
害
そ
れ
ぞ
れ
の
災
害
リ
ス
ク
が
高
い
地
域
が
あ
り
ま

す
。
ま
た
、
東
日
本
大
震
災
で
は
、
区
内
に
お
い
て
、
帰
宅
困
難
者
の
発
生
、
高
層
建
築
物
に
お
け
る
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の

停
止
、
液
状
化
・
津
波
の
発
生
等
が
み
ら
れ
ま
し
た
。

 
平
成
23
年
4
月
に
実
施
し
た
港
区
民
世
論
調
査
の
結
果
で
は
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
寸
断
、
地
震
に
よ
る
建
築
物
の
倒
壊

や
火
災
の
拡
大
等
に
対
し
て
区
民
が
不
安
を
感
じ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。
 

 
 
 
以
上
を
踏
ま
え
て
、
防
災
街
づ
く
り
を
進
め
る
上
で
は
、
以
下
の
項
目
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

港
区
防
災
対
策
基
本
条
例
の
自
助
、
共
助
、
公
助
の
考
え
方
を
踏
ま
え
、
基
本
理
念
の
「
み
ん
な
で
つ
く
ろ
う
」、
「
災

害
に
強
く
」、
「
安
全
・
安
心
な
生
活
都
心
」
に
沿
っ
て
以
下
の
と
お
り
方
針
を
ま
と
め
て
い
ま
す
。
 

・
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
顕
在
化
し
た
、
津
波
・
液
状

化
の
発
生
、
帰
宅
困
難
者
の
発
生
、
高
層
建
築
物
の

揺
れ
等
、
新
た
な
課
題
へ
の
対
応
方
策
を
検
討
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

・
現
行
指
針
で
は
地
震
リ
ス
ク
の
み
を
対
象
と
し
て
い
ま
す

が
、
近
年
、
都
市
型
水
害
対
策
が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い

る
た
め
、
水
害
の
視
点
を
追
加
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 
 

・
現
行
指
針
策
定
後
、
開
発
事
業
等
に
よ
る
街
づ
く
り

の
進
展
、
昼
間
人
口
の
増
加
が
進
ん
で
お
り
、
街
の

状
況
の
変
化
を
踏
ま
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

・
現
行
指
針
策
定
後
、
改
定
・
策
定
さ
れ
た
上
位
・
関
連
計
画
、

新
た
に
制
定
さ
れ
た
港
区
防
災
対
策
基
本
条
例
と
整
合
し
た

取
組
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

・
壊
れ
な
い
、
燃
え
な
い
街
づ
く
り

 
・
水
害
に
強
い
街
づ
く
り

 
・
避
難
に
関
す
る
安
全
性
確
保

 

・
地
域
全
体
で
の
物
資
の
備
蓄

 
・
帰
宅
困
難
者
対
策
へ
の
支
援

 
・
適
切
な
情
報
提
供

 

・
重
要
な
災
害
対
策
拠
点
の
防
災
力
の
向
上
 

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
・
道
路
等
の
防
災
力
の
向
上
 

・
高
層
建
築
物
特
有
の
課
題
へ
の
対
応
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・
建
物
倒
壊
危
険
度
1 が
高
い
地
域
や
不
燃
領
域
率
2 が
低
い
地
域
が
一
部
存
在
し
て
い
る
た
め
、
こ
れ
ら
に

対
す
る
取
組
が
必
要
で
す
。
 

・
安
定
度
の
低
い
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所
3,
4 に
つ
い
て
斜
面
の
改
修
・
保
護
に
関
す
る
取
組
が
必
要
で
す
。
 

・
液
状
化
の
可
能
性
が
高
い
5 地
域
が
臨
海
部
を
中
心
に
み
ら
れ
る
た
め
、
液
状
化
対
策
に
関
す
る
取
組
が
必

要
で
す
。
 

・
高
層
建
築
物
6 に
つ
い
て
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
停
止
等
特
有
の
課
題
に
対
応
す
る
取
組
が
必
要
で
す
。
 

 

 
 

 

                      
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
    

   
   

  
1  
建
物
倒
壊
危
険
度
：
東
京
都
が
、
平
成
20
年
に
建
物
倒
壊
の
危
険
度
を
町
丁
目
ご
と
に
測
定
し
、
相
対
評
価
に
よ
り
１
か
ら
５
に
ラ
ン
ク
分
け
し
た
指

標
（
区
内
で
は
ラ
ン
ク
が
「
４
」
と
な
る
地
域
あ
り
（
最
も
危
険
側
の
ラ
ン
ク
は
「
５
」）
）
 

2  
不
燃
領
域
率
：
市
街
地
の
延
焼
性
状
を
評
価
す
る
指
標
の
一
つ
（
70
%未
満
の
場
合
、
延
焼
の
可
能
性
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
）
 

3  
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所
：「
①
が
け
地
の
傾
斜
度
が
30
度
以
上
」、
「
②
が
け
地
の
高
さ
が
5ｍ
以
上
」、
「
③
被
害
想
定
地
域
内
に
人
家
や
公
共
施
設
等

が
存
在
す
る
」
の
3
つ
の
条
件
を
満
た
す
斜
面
 

4  
安
定
度
が
低
い
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所
：
区
が
平
成
23
年
度
に
実
施
し
た
工
作
物
等
基
礎
調
査
（
道
路
、
公
園
に
面
し
て
い
る
が
け
・
よ
う
壁
等
を

対
象
に
目
視
に
よ
り
調
査
）
に
お
い
て
、
安
定
度
が
中
ま
た
は
小
と
判
定
さ
れ
た
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所
 

5  
液
状
化
の
可
能
性
が
高
い
：
区
が
平
成
24
年
度
に
実
施
し
た
予
測
結
果
よ
り
 

6  
高
層
建
築
物
：
概
ね
高
さ
31
m
に
相
当
す
る
10
階
層
以
上
の
建
築
物
 

 
 ・
津
波
浸
水
予
測
区
域

1
が
臨
海
部
に
み
ら
れ
る
た
め
、
津
波
対
策
に
関
す
る
取
組
が
必
要
で
す
。
 

   

 

 
 

 

                       
元
禄
型
関
東
地
震
（
M8
.2
）
が
発
生
し
、
防
潮
施
設
（
防
潮
堤

4 ・
水
門
・
古
川
の
護
岸
）
が
損
傷
の
た
め
機
能
し
な
く
な
り
、

更
に
液
状
化
に
よ
り
地
盤
が
50
cm
沈
下
し
た
場
合
を
想
定
 

    
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
    

   
   

  
1  
津
波
浸
水
予
測
区
域
：
元
禄
型
関
東
地
震
（
M8
.2
）
が
発
生
し
た
場
合
の
、
防
潮
施
設
機
能
不
全
（
防
潮
堤

4 、
河
川
護
岸
損
傷
、
水
門
開
放
）、
液
状
化

に
よ
る
沈
下
50
cm
の
条
件
を
も
と
に
想
定
し
た
区
域
 

2 
ア
ン
ダ
ー
パ
ス
：
鉄
道
や
道
路
な
ど
の
下
を
通
る
地
下
道
（
雨
水
等
が
集
中
し
冠
水
し
や
す
い
構
造
と
な
っ
て
い
る
）
 

3  
堤
外
地
：
防
潮
堤

4
よ
り
も
海
側
の
地
域
 

4  
防
潮
堤
：
台
風
な
ど
に
よ
る
大
波
や
高
潮
、
津
波
の
被
害
を
防
ぐ
堤
防
 

!!

図
2 
区
内
の
災
害
リ
ス
ク
状
況
（
地
震
災
害
，
津
波
） 

¯

 

1  

2  

3  

図
1 
区
内
の
災
害
リ
ス
ク
状
況
（
地
震
災
害
,津
波
以
外
）
 

¯
1  

2  

3,
4  

5  

6  

 



3 
 

 ・
広
い
範
囲
で
東
海
豪
雨
と
同
様
の
大
雨
に
よ
る
浸
水
1 が
想
定
さ
れ
る
た
め
、
浸
水
対
策
の
取
組
が
必
要
で

す
。
 

・
地
階
を
有
す
る
建
築
物
や
低
層
建
築
物
、
地
下
鉄
駅
、
地
下
街
、
ア
ン
ダ
ー
パ
ス
2 な
ど
、
水
害
に
対
し
て

ぜ
い
弱
性
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
施
設
が
、
浸
水
が
想
定
さ
れ
る
地
域
に
立
地
す
る
場
合
に
は
、
重
点
的
な

取
組
が
必
要
で
す
。
 

・
標
高
が
低
い
地
域
や
堤
外
地
3 は
、
高
潮
4 被
害
の
危
険
性
が
高
い
た
め
、
重
点
的
な
取
組
が
必
要
で
す
。

 
                                 

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

    
   

   
  

1  
東
海
豪
雨
と
同
様
の
大
雨
等
に
よ
る
浸
水
：「
港
区
浸
水
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
」（
平
成
21
年
）
よ
り
 

2  
ア
ン
ダ
ー
パ
ス
：
鉄
道
や
道
路
な
ど
の
下
を
通
る
地
下
道
（
雨
水
等
が
集
中
し
冠
水
し
や
す
い
構
造
と
な
っ
て
い
る
）
 

3  
堤
外
地
：
防
潮
堤

5
よ
り
も
海
側
の
地
域
 

4 
 高
潮
：
台
風
等
の
来
襲
に
よ
り
海
水
面
が
平
常
よ
り
著
し
く
高
く
な
る
現
象

 
5  
防
潮
堤
：
台
風
な
ど
に
よ
る
大
波
や
高
潮
、
津
波
の
被
害
を
防
ぐ
堤
防
 

 

「
基
本
理
念
」
及
び
「
防
災
街
づ
く
り
の
方
針
」
を
踏
ま
え
、
防
災
街
づ
く
り
を
地
震
災
害
と
水
害
に
分
類
し
、
そ
れ
ぞ
れ

展
開
す
る
施
策
の
体
系
を
以
下
に
示
し
ま
す
。
 

な
お
、
防
災
街
づ
く
り
を
進
め
る
上
で
は
、
個
々
の
建
築
物
の
不
燃
化
や
耐
震
化
を
図
る
こ
と
も
大
切
で
す
が
、
大
規
模
開

発
時
に
は
、
地
域
全
体
で
防
災
機
能
の
強
化
を
図
る
こ
と
が
大
切
で
す
。
 

ま
た
、
地
震
に
強
い
街
づ
く
り
に
は
東
京
都
や
関
連
機
関
と
連
携
し
て
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
 

 

 

 

       

                    

 

１
）
地
震
時
の
被
害
を
低
減
さ
せ
る
街
の
形
成
 

①
市
街
地
の
耐
震
化
の
推
進
 

（
耐
震
診
断
・
耐
震
改
修
工
事
助
成
、
 

揺
れ
や
す
さ
マ
ッ
プ
の
作
成
）
 

②
市
街
地
の
不
燃
化
の
推
進
 

③
高
層
建
築
物
特
有
の
課
題
へ
の
対
応
 

④
工
作
物
等
の
安
全
性
の
向
上
 

⑤
建
築
物
等
の
液
状
化
対
策
の
推
進
 

（
液
状
化
マ
ッ
プ
の
作
成
）
 

⑥
が
け
・
よ
う
壁
へ
の
対
応

 
 

２
）
地
震
リ
ス
ク
に
対
応
し
た
都
市
施
設
の
安
全
性
の
向
上
 

①
道
路
機
能
の
確
保
 

（
橋
り
ょ
う
の
耐
震
化
、
細
街
路
の
拡
幅
整
備
、
 

都
市
計
画
道
路
の
整
備
、
車
道
空
洞
調
査
、
 

電
線
類
地
中
化
整
備
）
 

②
災
害
応
急
対
応
に
必
要
な
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
 

③
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
機
能
確
保

 
 

３
）
地
震
時
の
避
難
関
連
施
設
の
確
保
と
機
能
向
上
 

①
地
震
時
の
避
難
所
等
の
役
割
整
理
と
周
知
 

②
地
震
時
の
避
難
所
等
ま
で
の
ア
ク
セ
ス
路
の
安
全
性
の
 

確
保
 

（
歩
道
の
安
全
点
検
、
放
置
自
転
車
撤
去
）
 

③
地
震
時
の
避
難
所
等
に
お
け
る
防
災
対
応
機
能
の
向
上
 

④
地
震
災
害
に
対
応
し
た
防
災
備
蓄
倉
庫
の
確
保

 
 

 

１
）
水
害
発
生
の
防
止
に
向
け
た
街
の
形
成
 

①
水
害
発
生
防
止
対
策
の
推
進
 

②
雨
水
浸
透
・
貯
留
施
設
設
置
の
推
進
 

 

２
）
水
害
に
よ
る
被
害
が
発
生
し
に
く
い
街
の
形
成
 

①
浸
水
時
の
被
害
低
減
に
向
け
た
対
応
 

②
地
下
空
間
へ
の
対
応
 

 

３
）
水
害
時
の
避
難
関
連
施
設
の
確
保
と
機
能
の
向
上
 

①
浸
水
時
の
避
難
所
の
役
割
整
理
と
周
知
 

②
浸
水
時
の
避
難
所
の
安
全
性
の
確
保
 

③
浸
水
時
の
避
難
所
ま
で
の
ア
ク
セ
ス
路
の
安
全
性
の
 

確
保
 

④
浸
水
時
の
避
難
所
に
お
け
る
防
災
対
応
機
能
の
向
上
 

⑤
浸
水
深
に
対
応
し
た
防
災
備
蓄
倉
庫
の
確
保

 
 

※
ｶｯ
ｺ内
の
赤
書
き
は
、
優
先
度
の
高
い
具
体
的
施
策
内
容
を
示
し
て
い
ま
す
。
 

※
青
字
の
タ
イ
ト
ル
は
、
現
行
指
針
に
な
い
新
し
い
施
策
を
示
し
て
い
ま
す
。
 ４
）
地
震
時
の
帰
宅
困
難
者
へ
の
対
応
 

①
帰
宅
困
難
者
支
援
機
能
の
確
保
 

②
海
上
輸
送
・
水
上
輸
送
の
検
討

 
 

５
）
津
波
に
よ
る
被
害
が
発
生
し
に
く
い
街
の
形
成
 

①
防
潮
施
設
の
安
全
性
の
向
上
 

②
浸
水
時
の
被
害
低
減
に
向
け
た
対
応
 

（
津
波
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
、
海
抜
表
示
板
の
設
置
）
 

③
地
下
空
間
へ
の
対
応
 

 

図
3 
区
内
の
災
害
リ
ス
ク
状
況
（
水
害
）
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災
害
リ
ス
ク
の
分
布
や
地
形
、
土
地
利
用
な
ど
は
地
区
に
よ
っ
て
異
な
る
こ
と
か
ら
、
防
災
街
づ
く
り
は
、
地
区
毎
の
防

災
特
性
に
応
じ
て
着
実
に
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
 

ま
た
、
防
災
街
づ
く
り
の
取
組
は
、
区
・
区
民
・
事
業
者
が
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力
し
て
進
め
て
い
く
も
の
で

す
。
そ
の
た
め
に
は
、
地
区
を
担
う
区
・
区
民
・
事
業
者
の
そ
れ
ぞ
れ
が
、
各
地
区
の
防
災
街
づ
く
り
上
の
特
性
を
的
確
に

理
解
し
、
目
的
意
識
を
共
有
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。
 

そ
の
た
め
、
地
区
毎
の
特
性
や
課
題
に
応
じ
て
、
目
指
す
べ
き
防
災
街
づ
く
り
の
方
針
や
、
そ
の
実
現
に
向
け
た
施
策
を

「
地
区
別
構
想
」
と
し
て
ま
と
め
ま
す
。
 

 地
区
別
構
想
の
エ
リ
ア
設
定
を
す
る
に
あ
た
り
、
地
域
特
性
、
街
づ
く
り
の
体
制
、
地
理
特
性
の
３
つ
の
視
点
に
着
目
し

ま
し
た
。
 

・
地
域
特
性
：
昼
間
人
口
が
特
に
多
い
新
橋
地
区
や
建
築
物
の
耐
震
性
・
不
燃
性
が
低
い
白
金
地
区
、
津
波
や
液
状
化
危

険
度
が
高
い
芝
浦
港
南
地
区
等
、
特
徴
的
な
地
域
の
存
在
を
考
慮
 

・
街
づ
く
り
の
体
制
：
総
合
支
所
ご
と
に
設
置
さ
れ
て
い
る
「
区
民
参
画
組
織
」
や
小
学
校
区
を
原
則
と
し
て
結
成
さ
れ

て
い
る
「
地
域
防
災
協
議
会
」
の
範
囲
と
の
整
合
性
を
考
慮
 

・
地
理
特
性
：
芝
浦
港
南
地
区
と
の
連
絡
が
レ
イ
ン
ボ
ー
ブ
リ
ッ
ジ
の
み
と
な
っ
て
お
り
、
災
害
発
生
時
に
孤
立
の
可
能

性
が
あ
る
台
場
の
地
理
特
性
を
考
慮
 

 以
上
を
踏
ま
え
、
地
区
区
分
に
あ
た
っ
て
は
「
ま
ち
づ
く
り
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
に
よ
る
９
地
区
分
類
に
、
更
に
芝
浦
港

南
周
辺
地
区
か
ら
台
場
を
分
離
し
た
、
右
図
の
10
地
区
区
分
と
し
ま
す
。
 

 地
区
別
構
想
で
は
、
各
地
区
の
防
災
街
づ
く

り
上
の
現
況
・
課
題
を
地
震
災
害
、
水
害
別
に

示
し
ま
す
。
そ
の
う
え
で
、
各
地
区
が
そ
れ
ぞ

れ
一
体
と
な
っ
て
防
災
街
づ
く
り
を
推
進
し
て

い
く
に
あ
た
り
目
指
す
べ
き
目
標
を
示
し
、
取

り
組
む
べ
き
施
策
を
具
体
的
に
整
理
し
ま
す
。
 

          

本
指
針
に
基
づ
き
、
災
害
に
強
い
街
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
区
、
区
民
、
事
業
者
の
三
者
が
相
互
に
連
携
・
協
力
し

て
役
割
を
担
い
、
取
組
を
進
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

・
国
、
東
京
都
、
他
区
、
警
察
・
消
防
等
の
防
災
関
係
機
関
と
連
携
し
て
、
地
震
災
害
に
も
水
害
に
も
強
い
街
づ
く
り
を

総
合
的
に
推
進
し
ま
す
。
 

・
防
災
街
づ
く
り
を
推
進
す
る
に
あ
た
り
、
区
民
、
事
業
者
と
連
携
・
協
力
す
る
と
と
も
に
、
国
・
東
京
都
に
対
し
て
道

路
や
港
湾
施
設
等
の
整
備
の
要
請
を
行
い
ま
す
。
 

・
防
災
街
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
区
民
に
よ
る
取
組
へ
の
適
切
な
支
援
や
誘

導
、
事
業
者
へ
の
指
導
や
誘
導
等
を
行
い
ま
す
。
 

・
区
有
の
各
種
防
災
関
連
施
設
の
災
害
対
応
能
力
の
向
上
に
取
り
組
み
ま
す
。
 

・
職
員
の
防
災
に
関
す
る
知
識
及
び
技
術
の
習
得
に
努
め
ま
す
。
 

・
自
ら
が
防
災
街
づ
く
り
の
担
い
手
で
あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
事
業
者
、
区
と
連
携
・
協
力
し
て
、
積
極
的
・
主
体
的
に

防
災
街
づ
く
り
の
活
動
を
行
い
ま
す
。
 

・
防
災
に
関
す
る
知
識
及
び
技
術
の
習
得
に
努
め
る
と
と
も
に
、
建
築
物
の
耐
震
化
や
不
燃
化
、
雨
水
流
出
抑
制
、
家
具

転
倒
防
止
、
物
資
の
備
蓄
等
、
防
災
性
の
向
上
に
資
す
る
取
組
を
進
め
ま
す
。
 

・
自
ら
積
極
的
に
、
建
築
物
の
耐
震
化
や
不
燃
化
、
雨
水
流
出
抑
制
、
家
具
転
倒
防
止
、
物
資
の
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㈳東京グラフィックサービス工業会では，平成25年4月1日から公益社団法人としてスタートし

ます。東京グラフィックスでは，移行を見据えてこれまで公益性を志向した諸事業を推進してまい

りました。平成23年度から経営委員会の有志を発起人とするCSR研究会を立ち上げ，委員・メン

バーを中心に各社のCSR報告書を作成いたしました。同時に東京グラフィックスとしても業界団体

のCSR事業として主務官庁である東京都の環境施策に沿った取組み，具体的には環境チェックリス

トの作成・配布・集計，地球温暖化防止・環境パンフレットの作成・配布（地球防衛軍シリーズ3

種），環境工場見学会の実施，関連法規の周知徹底等を行ってきました。さらにコンプライアンス

重視の姿勢から，経済産業省認可の「認定個人情報保護団体」として，一般消費者からの苦情・相

談を受けています。さらにはISO15001規格に則った個人情報保護マネジメント「プライバシーマー

ク」の審査機関として登録し，職員が審査員の資格を取得，マーク取得申請のあった会員企業を対

象に審査・マーク付与業務を推進しています（現在は全国団体㈳日本グラフィックサービス工業会

に移管）。労務・教育環境の改善を目指しては，厚生労働省・東京労働局からの委託事業としてこ

れまで「65歳雇用導入プロジェクト」，東京都とも連動したワークライフバランスを加味した「労

働時間短縮プロジェクト」，印刷業界の体系的な教育カリキュラムを構築，現在も事業継続中の「ジョ

ブ・カード制度（実践型人材養成システム）」に取り組んできました。

平成24年度は経営委員会・CSR環境ワーキンググループメンバーで，広範なCSR事業の範疇か

ら特に東日本大震災以来，注意を喚起されている防災・減災，さらには地域社会に密接な関係にあ

る中小企業の事業継続に適うためのBCP策定事業を推進してきました。BCPに関連した策定以外の

事業として，パンデミックを想定した東京都協力によるBCPセミナーを併せて開催しました。東京

グラフィックスとしても，喫緊の課題として業界を挙げてBCP事業に取組む旗幟を鮮明にし，9月

1日防災の日に「東京グラフィックスBCP宣言」を採択，グラフィックサービス業としての防災・

減災意識の向上と周知徹底を図りました。これに続き，「災害対策要綱」のもとに会員企業におけ

る現状での備蓄を確認するための「BCP簡易チェックシート」，印刷会社の業務態様に適した「印

刷会社のためのBCPシート」，実際の災害発生時に使用する4葉の「BCPシート」を東京グラフィッ

クスとして作成し逐次，会員企業に情報提供を兼ねて配信しました。さらには，災害時の事務局機

能維持のためにジャグラ大阪事務局と会員データをはじめとしたデータ相互補完提携を謳った次第

です。今後も，東京都をはじめとした主務官庁との連携強化を図り，会員企業・一般消費者に向け

た個人情報保護，CSR・BCP諸事業を通して公益性を全うする団体であることを希求していきます。

公 益 を 見 据 え て
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（社）東京グラフィックサービス工業会災害対策要綱 

                        平成 年 月 日理事会決定 

【災害対策要綱の目的】 

（社）東京グラフィックサービス工業会（東京グラフィックス）は、平成２４年９月１日

に採択した「BCP 宣言」に基づき、会員の為に十全な事務局機能の提供と同宣言が想定する

施策の具体化を図る。 

 

【想定される災害対応】 

１）緊急時対応 

 東京グラフィックスは、首都直下型震災の発生や新型インフルエンザ、自然災害等によ

る激甚災害に対して、災害対策本部を設置する。
 事前対策として速やかに情報の集約と発信について関係システムの構築を図る。ジャグ

ラ本部の了解の元に、大阪府支部の協力を受け「情報の集約と発信」の為に事務局機能の

分散を図る。また、東京・大阪府支部は、今回の災害対策による協力に止まらず、想定さ

れる広域災害への事業支援の第一歩として相互の利便協力の実を深める事とする。また会

員が求めるデータバックアップ並びに広域事業連合構築の為に、北海道・九州地協支部等

に協力を依頼する。 
２）対策本部の設置
 経営委員会 ・環境部会は、宣言の採択を受け諸施策の検討を行う。また、災害

対策本部の構成委員は三役並びに事業担当理事とする。
 本部委員は、想定される首都激甚災害の発生に対して、・環境部会とともに支部会

員への事前準備や災害発動後の運用に十全な対策を図る。
 委員長は、東京グラフィックス会長が当たり副会長がこれを補佐する。
 委員長は、首都激甚災害等の発生後速やかに災害対策本部の設置を発令し、 宣言で

想定する各種対策要項に基づき速やかに会員保護の為の十全な対策に当たる。
３）会員は、緊急時事業継続対策として以下の情報収集に協力をする。

・ 第一次情報収集（被災状況他）「分 」マニュアルに基づく報告
・ 第二次情報収集（設備機材等被災状況集約）
・ 第三次情報収集（地域インフラ等被災状況集約）
・ 第四次情報収集（各社事業継続に基づく復旧計画集約他）

災害対策本部は、会員からの上記の情報提供に対して、会員の被災状況の集約と復旧

に向けて賛助会員・公的機関への支援要請を速やかに行う。
 東京グラフィックスは、情報収集に当たり専用シートを配布し、事前・事後の行動規範

として本シートの活用と周知徹底を図る。
４）支部事業の活性化と「地域防災計画」への取組
 東京グラフィックスは、地域貢献の具体的施策・政策として、都並びに区における災害

対策基本法に基づく以下の諸施策に協力する。
 ・防災の重要なプレーヤーとして「地域防災強化事業」への協力
 ・防災街づくり整備指針の推進協力と「防災隣組」への協力支援
  —避難所・備蓄物資の整備運用への協力

 —防災住民組織への協力と育成や活動を支援＝《企業備蓄 日分＋％》
       以 上
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（社）東京グラフィックサービス工業会災害対策要綱 

                        平成 年 月 日理事会決定 

【災害対策要綱の目的】 

（社）東京グラフィックサービス工業会（東京グラフィックス）は、平成２４年９月１日

に採択した「BCP 宣言」に基づき、会員の為に十全な事務局機能の提供と同宣言が想定する

施策の具体化を図る。 

 

【想定される災害対応】 

１）緊急時対応 

 東京グラフィックスは、首都直下型震災の発生や新型インフルエンザ、自然災害等によ

る激甚災害に対して、災害対策本部を設置する。
 事前対策として速やかに情報の集約と発信について関係システムの構築を図る。ジャグ

ラ本部の了解の元に、大阪府支部の協力を受け「情報の集約と発信」の為に事務局機能の

分散を図る。また、東京・大阪府支部は、今回の災害対策による協力に止まらず、想定さ

れる広域災害への事業支援の第一歩として相互の利便協力の実を深める事とする。また会

員が求めるデータバックアップ並びに広域事業連合構築の為に、北海道・九州地協支部等

に協力を依頼する。 
２）対策本部の設置
 経営委員会 ・環境部会は、宣言の採択を受け諸施策の検討を行う。また、災害

対策本部の構成委員は三役並びに事業担当理事とする。
 本部委員は、想定される首都激甚災害の発生に対して、・環境部会とともに支部会

員への事前準備や災害発動後の運用に十全な対策を図る。
 委員長は、東京グラフィックス会長が当たり副会長がこれを補佐する。
 委員長は、首都激甚災害等の発生後速やかに災害対策本部の設置を発令し、 宣言で

想定する各種対策要項に基づき速やかに会員保護の為の十全な対策に当たる。
３）会員は、緊急時事業継続対策として以下の情報収集に協力をする。

・ 第一次情報収集（被災状況他）「分 」マニュアルに基づく報告
・ 第二次情報収集（設備機材等被災状況集約）
・ 第三次情報収集（地域インフラ等被災状況集約）
・ 第四次情報収集（各社事業継続に基づく復旧計画集約他）

災害対策本部は、会員からの上記の情報提供に対して、会員の被災状況の集約と復旧

に向けて賛助会員・公的機関への支援要請を速やかに行う。
 東京グラフィックスは、情報収集に当たり専用シートを配布し、事前・事後の行動規範

として本シートの活用と周知徹底を図る。
４）支部事業の活性化と「地域防災計画」への取組
 東京グラフィックスは、地域貢献の具体的施策・政策として、都並びに区における災害

対策基本法に基づく以下の諸施策に協力する。
 ・防災の重要なプレーヤーとして「地域防災強化事業」への協力
 ・防災街づくり整備指針の推進協力と「防災隣組」への協力支援
  —避難所・備蓄物資の整備運用への協力

 —防災住民組織への協力と育成や活動を支援＝《企業備蓄 日分＋％》
       以 上
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平成 年 月 日
東京グラフィックス 会員・賛助会員各位                 


                    （社）東京グラフィックサービス工業会

                          会 長  谷 忠 明 


ＢＣＰ策定の推進と各社からの被害報告のお願い 





■3.11 東日本大震災を教訓に 

昨年９月１日「防災の日」に私達東京グラフィックスは、『（事業継続計画）宣言』を採択しま

した。さらに『災害対策要綱』を定め、各社の 策定案等を例示いたしました。
 からほぼ 年が過ぎようとしておりますが，復旧が未だ十分とは言えない状況にあります。そう

した中、私達は、大震災の教訓に学び，業界をあげて取り組む課題であると認識を新たにし，これまで

各社の備えをお願いして参りました。
■これまでの動き
・平成 年９月１日防災の日に『（事業継続計画）宣言』を採択
・災害対策要綱に基づいた『事前チェックリスト』、『策定』等を会員各位に配布（当会 にア

ップ）
■事業継続は最大の地域貢献
 平成  年  月より当会は公益社団法人へ移行いたします。その活動の一環として各社におかれまし

ても を策定、実行へ移され、危機管理の準備を進めてください。は企業規模の大小に関わら

ず、必須の要件であり，また“事業継続は最大の地域貢献”とも言われているように、災害時の事業復

興に十全な対策をと考えております。
■『緊急対応シート』（４葉）で会員企業の被災状況を把握 

 今後、会員企業のために緊急事態対応の体制を敷きます。まず緊急事態発生時に当会へ被害状況を報

告ください。業界として被災状況の把握、さらに当会は地域貢献の先導を果たしたいと考えております。

別紙で上記シートを用意しました。
■事務局被災時・本部機能は JaGra 大阪府支部へ委託 

事務局機能が喪失した場合を想定し、大阪府支部と以下の連携をします。緊急事態時には、行

政機関への連絡を兼ねた別紙・対応シートを東京グラフィックス事務局まで報告ください。
・当会へ寄せられた電話・・メール情報を大阪へ転送
・大阪府支部が事務局代行、近畿地協選出 副会長が 会長代行
・東京グラフィックスが保有する主要データも守秘義務契約を交わし、委託
・機器類の損傷、修理対応のため（一社）日本印刷産業機械工業会、日本印刷機材協議会と連携

■会員企業に「印刷会社 BCP マニュアル」を配布 

要望がございました「印刷会社 マニュアル」（サンプル）も用意いたしました。なお、データは

当会 からもダウンロードできますのでご利用下さい。
以 上



平成 年 月 日
東京グラフィックス 会員・賛助会員各位                 


                    （社）東京グラフィックサービス工業会

                          会 長  谷 忠 明 


ＢＣＰ策定の推進と各社からの被害報告のお願い 





■3.11 東日本大震災を教訓に 
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ず、必須の要件であり，また“事業継続は最大の地域貢献”とも言われているように、災害時の事業復

興に十全な対策をと考えております。
■『緊急対応シート』（４葉）で会員企業の被災状況を把握 

 今後、会員企業のために緊急事態対応の体制を敷きます。まず緊急事態発生時に当会へ被害状況を報

告ください。業界として被災状況の把握、さらに当会は地域貢献の先導を果たしたいと考えております。

別紙で上記シートを用意しました。
■事務局被災時・本部機能は JaGra 大阪府支部へ委託 

事務局機能が喪失した場合を想定し、大阪府支部と以下の連携をします。緊急事態時には、行

政機関への連絡を兼ねた別紙・対応シートを東京グラフィックス事務局まで報告ください。
・当会へ寄せられた電話・・メール情報を大阪へ転送
・大阪府支部が事務局代行、近畿地協選出 副会長が 会長代行
・東京グラフィックスが保有する主要データも守秘義務契約を交わし、委託
・機器類の損傷、修理対応のため（一社）日本印刷産業機械工業会、日本印刷機材協議会と連携

■会員企業に「印刷会社 BCP マニュアル」を配布 

要望がございました「印刷会社 マニュアル」（サンプル）も用意いたしました。なお、データは

当会 からもダウンロードできますのでご利用下さい。
以 上



http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/kitakujorei.html
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